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旦 要介護4   

並 要介護5  
（3）所要時間6時間以上8時間未満の場合   卜）即   
良 妻介護1   

旦 要介護2   

剋 要介護3   

蓬と 要介護4   

盟 要介護5  
ロ 通常規模型通所介護費  

（1）所要時間3時間以上4時間未満の場合   

ト）経過的要介護   

⊆1要介護1   

旦 要介護2   

凰 要介護3   

堕1要介護4   

（六）要介護5  

872単位   

967単位  

707単位   

790単位   

922単位  

1，055単位  

1，187単位  

1，320単位   

迎 要介護5  

（3）所要時間6時間以上8時間未満の場合  

出 要介護1  
旦 要介護2  
旦 要介護3  
凰 要介護4  
盟 要介護5  

ロ 通常規模型適所介護費  

ll）所要時間3時間以上4時間未満の場合  

出 要介護1  

旦 要介護2  
旦 要介護3  
兇 要介護4  

凰 要介護5  
（2）所要時間4時間以上6時間未満の場合  

出 要介護1  
見 要介護2  
且 要介護3  
剋 要介護4  
堕1要介護5  

（3）所要時間6時間以上8時間未満の場合  

出 要介護1   

旦 要介護2   

旦 要介護3   

兇 要介護4   

旦 要介護5  
ハ 大規模型通所介護費（Ⅰ）  

（1）所要時間3時間以．上4時間未満の場合   

宮 要介護1  
a■E ヨ抗匙甲  

に）要介護3  

967単位   

790単位   

922単位  

1，055単位  

1．187単位  

1，320単位  

錮6単位   

381単位   

437単位   

493単位   

549単位   

605単位  

購8単位   

508単位   

588単位   

668単位   

748単位   

828単位  

㈹8単位   

677単位   

789単位   

901単位  

1．013単位  

1，125単位  

381単位  

437単位  

493単位  

549単位  

605単位  
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所要時間4時間以上6時間未満の場合   

経過的要介護 

要介護1   

要介護2   

要介護3   

要介護4   

要介護5  

所要時間6時間以上8時間未満の場合  

508単位  

588単位  

668単位  

748単位  

828単位   

卜）経過的要介護  6了7単位   

789単位   

901単位  

1．013単位  

1，125単位  
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要介護1  

要介護2  

要介護3  

要介護4  

要介護5   

375単位  

430単位  

485単位   
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54P単堕   

595単位  

朋9単位   

訂8単位  

657単位   

735単位   

∈‖4単位   

（沌5単位   

776単位  

【柑6単位   

㈹6単位  

1，106単位  

（四）㈲   （五）㈲  
（2）所要時間4時間以上6時間未満の場合   ト）㈲   （コ㈲  
主 （四）㈲   （五）㈲  
（3）所要時間6時間以上8時間未満の場合  
二 （二）㈲   （三）㈲  
互 （五）㈲  

ニ 大規模型適所介護費（Ⅰけ  

（1）所要時間3時間以上4時間未満の場合   

二 

二 要介護2  （享）㈲  
主 （五）㈲  
（2）所要時間4時間以上6時間未満の場合   （－）㈲   （二）㈲   （三）㈲   （四㈲   （五）㈲  
（3）所要時間6時間以上8時間未満の場合  

二 に）㈲   （三）㈲  
i 
享 

杢 療養適所介護費  
（1）所要時間3時間以上6時間未満の場合  

365単位  

」18単位  

」72単位   

525単位   

579単位   

ヰ86単位  

563単位   

639単位   

716単位   

792単位   

648単位   

乃5単位   

餌2単位  

969単位  

LO77単位   

1，000単位   ハ 療養通所介護黄  
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（1）所要時間3時間以上6時間未満の場合  1，000単位  

（2）所要時間6時間以上8時間未満の場合  1，500単位  

注1 イ及び甲について、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合  

しているものとして都道府県知事に届け出た指定通所介護事業所   

（指定居宅サービス基準第93条第1項に規定する指定通所介護事   

業所をいう。以下同じ。）において、指定適所介護（指定居宅サ   

ービス基準第92条に規定する指定通所介護をいう。以下同じ。）  
を行った場合に、当該施設基準に掲げる区釧こ従い、利用者の要   

介護状態区分に応じて、現に要した時間ではなく、通所介護計画   

（指定居宅サービス基準第99条第1項に規定する通所介護計画を  
いう。）に位置付けられた内容の指定通所介護を行うのに要する   

標準的な時間で、それぞれ所定単位数を算定する。ただし、利用   
者の数又は看護職員若しくは介護職員の員数が別に厚生労働大臣   

が定める基準に該当する場合は、別に厚生労働大臣が定めるとこ  
ろにより算定する。   

2 乙さについて、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合してい   

るものとして都道府県知事に届け出た指定療養通所介護事業所（指   

定居宅サービス基準第105条の4第1項に規定する指定療養適所介   

護事業所をいう。）において、利用者（別に厚生労働大臣が定め   
る者に限る。）について、指定療養通所介護（指定居宅サービス   

基準第105条の2に規定する指定療養適所介護をいう。）を行った   
場合に、現に要した時間ではなく、療養適所介護計画（指定居宅   

サービス基準第105条の12第1項に規定する療養通所介護計画をい   
う。）に位置付けられた内容の指定療養通所介護を行うのに要す   

る標準的な時間で、それぞれ所定単位数を算定する。ただし、利   
用者の数又は看護職員若しくは介護職員の員数が別に厚生労働大   

臣が定める基準に該当する場合は、別に厚生労働大臣が定めると  
ころにより算定する。   

3 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する利用者に対して、所   

要時間2時間以上3時間未満め指定通所介護を行う場合は、注1  

（2）所要時間6時間以上8時間未満の場合  1，500単位  

注1 イからこまでについて、   別に厚生労働大臣が定める施設基準に   
適合しているものとして都道府県知事に届け出た指定適所介護事   
業所（指定居宅サービス基準第93条第1項に規定する指定通所介   
護事業所をいう。以下同じ。）において、指定通所介護（指定居   

宅サービス基準第92条に規定する指定通所介護をいう。以下同じ。）   

を行った場合に、当該施設基準に掲げる区釧こ従い、利用者の要   

介護状態区分lこ応じて、現に要した時間ではなく、通所介護計画   
（指定居宅サービス基準第99条第1項に規定する適所介護計画を   

いう。）に位置付けられた内容の指定通所介護を行うのに要する   
標準的な時間で、それぞれ所定単位数を算定する。ただし、利用   

者の数又は看護職員若しくは介護職員の員数が別に厚生労働大臣   
が定める基準に該当する場合は、別に厚生労働大臣が定めるとこ   
ろにより算定する。  

2 垂について、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合してい   

るものとして都道府県知事に届け出た指定療養適所介護事業所（指   

定居宅サービス基準第105条の4第1項に規定する指定療養適所介   
護事業所をいう。以下岨 において、利用者（別に厚生労働   

大臣が定める者に限る。）について、指定療養適所介護（指定居   

宅サービス基準第105条の2に規定する指定療養通所介護をいう」   
以下同じ。）を行った場合に、現に要した時間ではなく、療養通   

所介護計画（指定居宅サービス基準案105条の12第1項に規定する   
療養通所介護計画をいう。）に位置付けられた内容の指定療養通   
所介護を行うのに要する標準的な時間で、それぞれ所定単位数を   
算定する。ただし、利用者の数又は看護職鼻若しくは介護職員の   

員数が別に厚生労働大臣が定める基準に該当する場合は、別に厚   
生労働大臣が定めるところにより算定する。  

3 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する利用者に対して、所   
要時間2時間以上3時間未満の指定通所介護を行う場合は、注1   
の施設基準に掲げる区分に従い、イ‖）、ロ＝）、ハ（1）又はニ‖）   

の所定単位数の100分の70に相当する単位数を算定する。  の施設基準に掲げる区分に従い、イ（1）又はロ（1）  の所定単位数の1   

00分の70に相当する単位数を算定する。  

旦別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合する指定通所介護事  

葦原lこおいて、措定適所介護を行った場合は、ロの所定単位数の1   

叩分の901こ相当する単位数を算定する。  旦 イからこまでについては、日常生活上の世話を行った後に引き   
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続き所要時間6時間以上8時間未満の指定通所介護を行った場合   

又は所要時間6時間以上8時間未満の指定通所介護を行った後に   
引き続き日常生活上の世話を行った場合であって、当該指定適所   

介護の所要時間と当該指定通所介護の前後に行った日常生活上の   
世話の所要時間を通算した時間（以下この注において「算定対象   
時間」という。）が8時間以上となるときは、算定対象時間が8   
時間以上9時間未満の場合は50単位を、9時間以上10時間未満の   
場合は100単位を所定単位数に加算する。  爛（指   
定居宅サ瑚は   

第川5条の4に規定する療養通所介卿厚  
生労働大草が革める地域l卿通常の  
字幕の実施地域（指定居軍サービス基準第100蚤夢6号又昼郵05   条榊）を越え   
て、指定抑＝引こ  
？脚数を所定単位数に加算   
す阜ヤ  

6 イからこまでについては、別に厚生労働大臣が定める基準に適   

5 イ及びロについては、日常生活上の世話を行った後に引き続き  

所要時間6時間以上8時間未満の指定通所介護を行った場合又は  
所要時間6時間以上8時間未満の指定通所介護を行った後に引き  
続き日常生活上の世話を行った場合であって、当該指定適所介護  
の所要時間と当該指定通所介護の前後に行った日常生活上の世話  
の所要時間を通算した時間（以下この注において「算定対象時間」  

という。）が8時間以上となるときは、算定対象時間が8時間以  
上9時間未満の場合は50単位を、9時間以上10時間未満の場合は1  
00単位を所定単位数に加算する。  

合しているものとして都道府県知事に届け出て当該基準による入   
浴介助を行った場合は、1日につき50単位を所定単位数に加算す   
る。  7瀬適   
合してし㈱護の単   

位御所介護  

の単位をいう湖る場合   

にl享、輝る単位   

数を所定単位準に加算榊算   

を算定している場合においては、次に掲げるその他の加算は算定  

6 イ及びロについては、別に厚生労働大臣が定める基準に適合し   
ているものとして都道府県知事に届け出て当該基準による入浴介   

助を行った場合は、1日につき50単位を所定単位数に加算する。   

フ ィ及びロについては、指定通所介護を行う時間帯に1日120分以  
上欄作革療法  

士、音詩聴覚士、看護職鼻、柔道整復師又はあん摩マッサージ指  
圧師（以下この注において「理学療法士等」という。）を1名以  

上配置しているものとして都道府県知事に届け出た指定適所介護  

の単位（指定居宅サービス基準第93条第4項に規定する指定通所   

しないト  

イ 個別機能訓練加算（り  

ロ 個別機能訓練加算（Ⅱ）  

介護の単位をいう。）の利用者に対して、機能訓練指導員、看護   

職員、介護職員、生活相談員その他の職種の者が共同して、利用   

者ごとに個別機脚当該計画に基づき、計画的  

l手機能訓練を行っている場合には、個別機能訓練加算として、1   

月につき27単位を所定単位数に加算する。  8仰   
いるものとして都道府県知事に届け出た指定適所介護事業所にお  

呈三重塵  

42単位   
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いて、若年性認知症利用者（介護保険法施行令（平成10年政令第4  

12号）第2条に規定する初老期における認知症によって法第7条  
第3項に規定する要介護者となった者をいう。以下同じ。）に対  

して、指定通所介護を行った場合には、若年性認知症ケア加算と  

して、1日につき60単位を所定単位数に加算する。  8 イからこまでについて、別に厚生労働大臣が定める基準に適合  
しているものとして都道府県知阜に尽け出た指定通所介護事業所  
において、若年性認知症利用者（介護保険法施行令（平成10年政  
令第412号）第2条第6号に規定する初老期における認知症によっ  
て法第7条第3項に規定する要介護者となった者をいう。以下同  
じ。）に対して指定通所介護を行った場合には、若年性認知症利  

用者受入加算として、1日につき60単位を所定単位数に加算する。  

9 イからこまでについては、次に掲げるいずれの基準にも適合し  
9 イ及び口については、次に掲げるいずれの基準にも適合してい  ているものとして都道府県知事に届け出て、低栄養状態にある利  

用者又はそのおそれのある利用者に対して、当該利用者の低栄養  
状態の改善等を目的として、個別的に実施される栄養食手相談等  
の栄養管理であって、利用者の心身の状態の維持又は向上に資す  
ると認められるもの（以下この注において「栄養改善サービス」  

という。）を行った場合は、栄養改善加算として、3月以内の期  
間に限り1月に2回を限度として1回につき1即単位を所定単位数  
に加算する。ただし、栄養改善サービスの開始から3月ごとの利  

用者の栄養状態の評価の結果、低栄養状態が改善せず、栄泰改善  

サービスを引き続き行うことが必要と認められる利用者について  
は、引き続き算定することができる。  
イ 管理栄養士を1名以上配置していること。  

ロ 利用者の栄養状態を利用開始時に把握し、管理栄養士、看護   

職員、介護職員、生活相談員その他の職種の者が共同して、利   
用者ごとの摂食・噴下機能及び食形態にも配慮した栄養ケア計   
画を作成していること。  

ハ 利用者ごとの栄養ケア計画に従い管理栄養士等が栄養改善サ   
ービスを行っているとともに、利用者の栄養状態を定期的に記   
録していること。  

ニ 利用者ごとの栄養ケア計画の進捗状況を定期的に評価するこ   
と。  

ホ 別に厚生労働大臣の定める基準に適合している指定適所介護   
事業所であること。   

るものとして都道府県知事に届け出て、低栄養状態にある利用者  
又はそのおそれのある利用者に対して、当該利用者の低栄養状態  
の改善等を目的として、個別的に実施される栄養食手相談等の栄  
養管理であって、利用者の心身の状態の維持又は向上に資すると  
認められるもの（以下この注において「栄養改善サービス」とい  
う。）を行った場合は、栄華マネジメント加算として、3月以内  
の期間に限り1月に2回を限度として1回珊00単位を所定単  

位数に加算する。ただし、栄養改善サービスの開始から3月ごと  
の利用者の栄養状態の評価の結果、低栄養状態が改善せず、栄養  

改善サービスを引き続き行うことが必要と認められる利用者につ  
いては、引き続き算定することができる。  

イ 管理栄養士を1名以上配置していること。  

ロ 利用者の栄養状態を利用開始時に把握し、管理栄養士、看護   

職負、介護職員、生活相談員その他の職種の者が共同して、利   

用者ごとの摂食・蟻下機能及び食形態に阜配慮した栄養ケア計   

画を作成していること。  

ハ 利用者ごとの栄養ケァ計画に従い管理栄養士等が栄養改善サ   
ービスを行っているとともに、利用者の栄養状態を衰期的に記   
録していること。  

ニ 利用者ごとの栄養ケア計画の進捗状況を定期的に評価するこ   
と。  

ホ 別に厚生労働大臣の定める基準に適合している指定通所介護  

一18－  



10 イからこまでについては、次に掲げるいずれの基準にも適合し  事業所であること。  

10 イ及びロについては、次に掲げるいずれの基準にも適合してい  ているものとして都道府県知事に届け出て、口腔機能が低下して  

いる利用者又はそのおそれのある利用者に対して、当該利用者の  

口腔機能の向上を目的として、個別的に実施される口腔清掃の指  
導若しくは実施又は摂食り礁下機能に関する訓練の指導若しくは  
実施であって、利用者の心身の状態の維持又は向上に資すると認  
められるもの（以下この注において「口腔機能向上サービス」と  
いう。）を行った場合は、口腔機能向上加算として、3月以内の  

るものとして都道府県知事に届け出て、口腔機能が低下している  

利用者又はそのおそれのある利用者に対して、当該利用者の口腔  
機能の向上を目的として、個別的に実施される口腔清掃の指導若  

しくは実施又は摂食・疇下機能に関する訓練の指導若しくは実施  
であって、利用者の心身の状態の維持又は向上に資すると認めら  
れるもの（以下この注において「口腔機能向上サービス」という。）  

を行った場合は、口腔機能向上加算として、3月以内の期間に限  
り1月に2回を限度として1回につき100単位を所定単位数に加算   

に2回を限度として1回につき150単位を所定単位  期間に限り1月  

数に加算する。ただし、口腔機能向上サービスの開始から3月ご  
との利用者の口腔機能の評価の結果、口腔機能が向上せず、口腔   

機能向上サービスを引き続き行うことが必要と認められる利用者  
については、引き続き算定することができる。  

イ 言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員を1名以上配置してい  
ること。  

ロ 利用者の口腔機能を利用開始時に把握し、言語聴覚士、歯科  
衛生士、看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種の者が  
共同して、利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画を作成して  
いること。  

ハ 利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画に従い言語聴覚士、  
歯科衛生士又は看護職員が口腔機能向上サービスを行っている  
とともに、利用者の口腔機能を定期的に記録していること。  
ニ 利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画の進捗状況を定期的  
に評価すること。  

ホ 別に厚生労働大臣の定める基準に適合している指定通所介護  
事業所であること。  

11利用者が短期入所生活介護、短期入所療養介護若しくは特定施   
設入居者生活介護又は小規模多機能型居宅介護若しくは認知症対  
応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護若しくは  

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護を受けている間は、  
通所介護費は、算定しない。  

へ  トビス提供体制強化加算  
注 別に厚生労働大臣が定める基準lこ適合しているものとして都道府   
県知事に届け出た指定適所介護事業所が利用者に対し指定通所介護   
を行った場合又は別に厚生労働大草が定める基準に適合している阜  

する。ただし、口腔機能向上サービスの開始から3月ごとの利用   
者の口腔機能の評価の結果、口腔機能が向上せず、口腔機能向上   

サービスを引き続き行うことが必要と認められる利用者について   

は、引き続き算定することができる。   
イ 言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員を1名以上配置してい  
ること。   

ロ 利用者の口腔機能を利用開始時に把握し、言語聴覚士、歯科  

衛生士、看護職員、介護職員、生活相言炎員その他の職種の者が  

共同して、利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画を作成して  
いること。   

ハ 利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画に従い言語聴覚士、  
歯科衛生士又は看護職員が口腔機能向上サービスを行っている  
とともに、利用者の口腔機能を定期的に記録していること。   

ニ 利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画の進捗状況を定期的  
に評価すること。   

ホ 別に厚生労働大臣の定める基準に適合している指定通所介護  
事業所であること。  

11利用者が短期入所生活介護、短期入所療養介護若しくは特定施   
設入居者生活介護又は小規模多機能型居宅介護若しくは認知症対   
応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護若しくは   
地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護を受けている間は、   

通所介言隻費は、算定しない。  
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のとして都道府県知事に届け出た指定療養通所介護事業所が利用者  
に対し指定療養通所介護を行った場合は、輝こ  

従い、1坤だし、サー  
ビス提供体制強化加算（Ⅰ）を算定して1＼る場合においては、サー   

ビス提供卿   

1 サービス提供体制 化加算（Ⅰ）  

2 サービス提供体制強化加算（Ⅱ）  

3・サービス提供体制 化加算（Ⅲ）  

7 通所リハビリテtション糞   
イ 通常規模型リハビリテーション費   

（1）所要時間1時間以上2時間未満の場合  

7 通所リハビリテーション費  

270単位  

300単位  

∽0単位  

鱒0単位  

390単位  

ト）単   
に）要介護2  

（主）要介護3  （四）㈲  （五）㈲  
出 所要時間3時間以上4時間未満の場合  

出 要介護1   

旦 要介護2   

旦 要介護3   

迎 要介護4   

遁1要介護5  
迎 所要時間4時間以上6時間未満の場合  

出 要介護1   

良 妻介護2   

旦 要介護3   

迎 要介護4   

旦 要介護5  
（4）所要時間6時間以上8時間未満の場合  

乙 所要時間3時間以上4時間未満の場合  
（1）経過的要介護  386単位  

463単位  

540単位  

617単位  

694単位  

338単位  

要介護1  

要介護2  

要介護3  

要介護4  

要介護5  

386単位  

463単位  

540単位  

617単位  

694単位   

447単位  

且
‥
T
T
÷
且
 
 
旦 所要時間4時間以上6時間未満の場合  
（1）経過的要介護  515単位  

625単位  

735単位  

845単位  

955単位  

迎 賓介護1  

迦 要介護2  

辿 要介護3  

剋 要介護4  

（6）要介護5  

515単位  

625単位  

735単位  

845単位  

955単位   

591単位  

688単位  

842単位  

要時間6時間以上8時間未満の場合  
688単位  

842単位  

995単位   

1）経過的要  1
 
2
 
3
 
 

護
護
護
 
 

介
介
介
 
 

要
要
要
 
 

二
三
主
 
 

要介護1  

要介護2  
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1，149単位  

1，303単位   

迎 要介護4   

旦 要介護5  
ロ 大規模型通所リハビリテーション費（Ⅰ）   

川＋所要時間1時間以上2時間未満の場合   ト）㈲   
（コ 要介護2   （三）㈲   
（四）要介護4  

伍）要介護5  

（2）所要時間3時間以上4時間未満の場合  
ト）要介護1  に）㈲  仁）閲  
㈲ 要介護4   （五）㈲  
（3）所要時間4時間以上6時間未満の場合  
二 

に）要介護2   

（三）要介貢隻3   

（四）要介護4  

三 

（4）所要時間6時間以上8時間未満の場合  

995単位  

1，149単位  

1．303単位  

3
 
4
 
5
 
 

護
謙
譲
 
 

介
介
介
 
 

要
要
要
 
 

一
二
5
丁
⊥
 
 

265単位   

銅5単位   

㍊4単位   

謂4単位   

M単位  

m単位   

購5単位   

∬1単位  

606単位   

棋単位  

∽6単位   

引4単位   

m単位   

幻0単位   

粥9単位  

椚6単位   

氾7単位   

978単位  

1，129単位  

1，281単位   

（－）要介護1   に）㈲   （三）㈲   
j 
（五）要介護5  

ハ 大規模型適所リハビリテーション費（Ⅱ）  

（1）所要時間1時間以上2時間未満の場合  

258単位  ト）要介護1  

に）要介護2  

仁）要介護3  

（四）要介護4  

伍）要介護5  

287単位  

315単位  

344単位  

373単位  

（2）所要時間3時間以上4時間未満の場合   
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晦．   

369単位   

一143単位  

516単位  

590単位  

664単位   

492単位   

∬8単位   

703単位   

銅8単位   

914単位  

∬8単位   

∽5単位   

粥2単位  

tO99単位  

1．247単位   

（」㈲  
†二）要介護2  （三）㈲  （四）㈲  （五）㈲  
（3）所要時間4時間以上6時間未満の場合  卜）㈲   
に）要介護2  （三）㈲  （四）㈲  
（封 要介護5  

（4）所要時間6時間以上8時間未満の場合  

ト）要介護1  

（ニ）要介護2  

に）要介護3  

佃）要介護4  

伍）要介護5  

注1 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして  
都道府県知事に届け出た指定通所リハビリテーション事業所（指  
定居宅サービス基準第111条第1項に規定する指定適所リハビリテ  
ーション事業所をいう。以下同じ。）において、指定適所リハビ   

リテーション（指定居宅サービス基準第110条に規定する指定通所   

リハビリテーションをいう。以下同じ。）を行った場合に、利用  
者の要介護状態区分に応じて、現に要した時間ではなく、適所リ  

ハビリテーション計画（指定居宅サービス基準第115条第1項に規  
定する通所リハビリテーション計画をいう。以下同じ。）に位置  

付けられた内容の指定適所リハビリテーションを行うのに要する   

標準的な時間でそれぞれ所定単位数を算定する。ただし、利用者  

の数又は医師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員  

注1 指定通所リハビリテーション事業所（指定居宅サービス基準第1   
11条第1項に規定する指定通所リハビリテーション事業所をいう。  

以下同じ。）において、指定適所リハビリテーション（指定居宅  
サービス基準第110条に規定する指定通所リハビリテーションをい  
う。以下同じ。）を行った場合に、利用者の要介護状態区分に応  
じて、現に要した時間ではなく、通所リハビリテーション計画（指  
定居宅サービス基準第115条第1項に規定する通所リハビリテーシ  
ョン計画をいう。以下同じ。）に位置付けられた内容の指定適所   

リハビリテーションを行うのに要する標準的な時間でそれぞれ所  

定単位数を算定する。ただし、利用者の数又は医師、理学療法士、  
作業療法士、言責吾聴覚士、看護職員若しくは介護職員の員数が別  
に厚生労働大臣が定める基準に該当する場合は、別に厚生労働大  
臣が定めるところにより算定する。  

（以下この号において「理学療法士等」  という。）   若しくは介護職員  

の員数が別に厚生労働大臣が定める基準に該当する場合は、別に   
厚生労働大臣が定めるところにより算定する。  

2 イ（1）、ロり）及びハ（1）lこ？いては、当該指定適所リハビリテー   

ショ・ン事業所において個別リハビリテーシヨ即施し   

た場合に限り所定単位数を算定する。  
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3 イ（1）、ロ（1）及びハ（1）について、医師又は理学療法士が個別リ   

ハビリテーションの実施前に指示を行い、かつ、当該個別リハビ   

リテーションの実施後に当該療法に係る報告を受ける場合であっ   
て、別に厚生労働大臣が定める者が個別リハビリテーションを行   

うときは、所定単位数の100分の50に相当する単位数を算定する。  

4 イ（1）、ロ（1）及び′＼（1）について、指定居宅サービス基準第‖1   

条に規定する配置基準を超えて、専従する常勤の理学療法士、作   

業療法士又は御している事業所lこついて   
は、1日につき30単位を所定単位数に加算する。  

旦 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する利用者に対して、所   

要時間2時間以上3時間未満の指定通所リハビリテーションを行   
う場合は、イ（2）、口（2）又はハ（2）の所定単位数の100分の70に相  

乙 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する利用者に対して、所   
要時間2時間以上3時間未満の指定通所リハビリテーションを行   
う場合は、土の所定単位数の100分の70に相当する単位数を算定す   

る。  

3 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合する指定通所リハビ  

当する単位数を算定する。  

リテーション事業所において、指定通所リハビリテーションを行  

った場合は、所定単位数の100分の90に相当する単位数を算定する。  旦 日常生活上の世話を行った後に引き続き所要時間6時間以上8   

時間未満の指定適所リハビリテーションを行った場合又は所要時   
間6時間以上8時間未満の指定適所リハビリテーションを行った   
後に引き続き日常生活上の世話を行った場合であって、当該指定   
通所リハビリテーションの所要時間と当該指定通所リハビリテー   
ションの前後に行った日常生活上の世話の所要時間を通算した時   
間（以下この注において「算定対象時間」という。）が8時間以   
上となるときは、算定対象時間が8時間以上9時間未満の場合は5   

0単位を、9時間以上10時間未満の場合は100単位を所定単位数に   
加算する。  

7 指定適所リハビリテーション事業所の理学療法士等が、別に厚   

生労働大臣が定める地域に居住している利用者に対して、通常の   
事業の実施地域（指定居宅サービス基準第＝7条第6号に規定する   
通常の事業の実施地域をいう」を越えて、指定温所リハビリテ   

ーションを行った場合は、1日につき所定単位数の100分の5に相   
当する単位数を所定単位数に加算する。  

邑 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道   
府県知事に届け出て当該基準たよる入浴介助を行った場合は、1   
日につき50単位を所定単位数に加算する。   

生 日常生活上の世話を行った後に引き続き所要時間6時間以上8   
時間未満の指定適所リハビリテーションを行った場合又は所要時   
間6時間以上8時間未満の指定通所リハビリテーションを行った   
後に引き続き日常生活上の世話を行った場合であって、当該指定   
通所リハビリテーションの所要時間と当該指定退所リハビリテー   
ションの前後に行っ．た日常生活上の世話の所要時間を通算した時   

間（以下この注において「算定対象時間」という。）が8時間以   

上となるときは、算定対象時間が8時間以上9時間未満の場合は5   
0単位を、9時間以上10時間未満の場合は100単位を所定単位数に   
加算する。  

邑 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道   

府県知事に届け出て当該基準による入浴介助を行った場合は、1  
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F≒   

旦 指定通所リハビリテーション事業所が介護老人保健施設である   

場合であって、医師又は医師の指示を受けた理学療法士又は作業   

療法士が、利用者の居宅を訪問し、診察、運動機能検査、作業能   
力検査等を行い、通所リハビリテーション計画の作成及び見直し   
を行った場合は、1月に1回を限度として550単位を所定単位数に   
加算する。  

遁 次に掲げるいずれの基準にも適合する指定通所リハビリテーシ   
ョン事業所について、リハビリテーションマネジメント加算とし   

て、1月につき23岬こ加算する。   
イ 医師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士その他の職種の  
者が共同して、利用者ごとのリハビリテーション実施計画を作  
成していること。   

ロ 利用者ごとのリハビリテーション実施計画に従い医師又は医  
師の指示を受けた理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が指  
定通所リハビリテーションを行っているとともに、利用者の状  
態を定期的に記録していること。   

ハ 利用者ごとのリハビリテーション実施計画の進捗状況を定期  
的に評価し、必要に応じて当該計画を見直していること。   

二 指定適所リハビリテーション事業所の従業者が、指定居宅介   
護支援事業者を通じて、指定訪問介護の事業その他の指定居宅  
サービス事業に係る従業者に対し、リハビリテーションの観点  
から、日常生活上の留意点、介護のエ夫等の情報を伝達してい  

ること。  

u 利用者に対して、集中的に指定適所リハビリテーションを行っ   

た場合は、短期集中リハビリテーション実施加算として、次に掲   

げる区分に応じ、1日につき次に掲げる単位数を所定単位数に加   
算する。ただし、この場合において、注3を算定している場合及   
室リハビリテーションマネジメント加算を算定していない場合は、   

算定しない。   

イ 退院（所）日又は言忍定日力、ら起算して1月以内の期間に行わ  

れた場合  280単位  

．  

期間に行われた場合  140単偉  

日につき50単位を所定単位数に加算する。  

旦 指定通所リハビリテーション事業所が介護老人保健施設である   

場合であって、医師又は医師の指示を受けた理学療法士又は作業   
療法士が、利用者の居宅を訪問し、診察、運動機能検査、作業能   
力検査等を行い、通所リハビリテーション計画の作成及び見直し   
を行った場合は、1月に1回を限度として550単位を所定単位数に   

加算する。  

ヱ 次に掲げるいずれの基準にも適合する指定通所リハビリテーシ   

ョン事業所について、リハビリテーションマネジメント加算とし   

て、1日につき20単位を所定単位数に加算する。   

イ 医師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士その他の職種の  
者が共同して、利用者ごとのリハビリテーション実施計画を作  
成していること。   

ロ 利用者ごとのリハビリテーション実施計画に従い医師又は医  
師の指示を受けた理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が指  
定適所リハビリテーションを行っているとともに、利用者の状  
態を定期的に記録していること。   

ハ 利用者ごとのリハビリテーション実施計画の進捗状況を定期  
的に評価し、必要に応じて当該計画を見直していること。   

ニ 指定通所リハビリテーション事業所の従業者が、指定居宅介  

護支援事業者を通じて、指定訪問介護の事業その他の指定居宅  
サービス事業に係る従業者に対し、リハビリテーションの観点  

から、日常生活上の留意点、 
ること。  

旦 利用者に対して、集中的に指定適所リハビリテーションを行っ   

た場合は、短期集中リハビリテーション実施加算として、次に掲   

げる区分に応じ、1日につき次に掲げる単位数を所定単位数に卿   
算する。ただし、この場合において、リハビリテーションマネジ   
メント加算を算定していない場合は、算定しない。  

イ 退院（所）日又は認定日から起算して1月以内の期間に行わ   
れた場合 180単位  

口 退院（所）日又は認定日から起算して1月を超え3月以内の   
期間に行われた場合  130単位  

ハ 退院（所）日又は認定白から起算して3月を超える期間に行  
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12脚完（所）日又は認定日カ、ら起算して3月を   
超える期間に個別リハビリテーションを行った場合は、個別リハ   
ビリテーション実施加算として、1月l卿   
フき80単位を所卿ただし、この場合において、   
t（1）、ロ（1）若しくはハ（1）を算定している場合又はリハビリテニ   
ション寸ネジメント加算を算定していない場合は算定しない。  

13 卦‖こ厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして  

－   

じ。）であると医師が判断した看であって、リハビリテーション  

80単位  われた場合  

込 まれると判断されたものに対  によって生活機能の改善が見   

医師又は医師の指示を受けた理学療法士、作業療法士若しくは言  

語聴覚士がその退院（所）日又は通所開始日から起算して3月以  
内の期間に集中的なリハビリテーションを個別に行った場合は、  
認知症短期集中リハビリテーション実施加算として、服巨  

。ただし、  位 数に加算する   日につき240単位を所定単  を限度として1  
この場合において、リハビリテーションマネジメント加算を算定  

していない場合は算定しない。  

9 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道  
テーション事業所において、  届け出た指定通所リハビリ   府県知事に  

考年性認知症利用者に対して、指定適所リハビリテーションを行  
った場合には、若年性認知症ケア加算として、1日につき60単位  

を所定単位数に加算する）  14 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道  
テーション事業所において、   出た指定通所リハビリ  府県知事に届け  

琴年性認知症利用者に対して指定通所リハビリテーションを行つ   
た場合には、毒郷こつき60   
単位を所定単位数に加算する。  

建 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして都道府県   
知事に届け出て、低栄養状態にある利用者又はそのおそれのある   
利用者に対し、当該利用者の低栄養状態の改善等を目的として、   
個別的に実施される栄養食宰相談等の栄養管理であって、利用者   
の心身の状態の維持又は向上に資すると認められるもの（以下こ   
の注において「栄養改善サービス」という。）を行った場合は、   
栄養改善加算として、3月以内の期間に限り1月に2回を限度と   

建 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして都道府県   
知事に届け出て、低栄養状態にある利用者又はそのおそれのある   
利用者に対し、当該利用者の低栄養状態の改善等を目的として、   
個別的に実施される栄養食事相談等の栄養管理であって、利用者   
の心身の状態の維持又は向上に資すると認められるもの（以下こ   

の注において「栄養改善サービス」という。）を行った場合は、  
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して1回につき150単位を所定単位数に加算する。ただし、栄養改   

善サービスの開始から3月ごとの利用者の栄養状態の評価の結果、   

低栄養状態が改善せず、栄養改善サービスを引き続き行うことが   
必要と認められる利用者については、引き続き算定することがで   
きる。   

イ 管理栄養士を1名以上配置していること。   

ロ 利用者の栄養状態を利用開始時に把握し、医師、管理栄養士、  

理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、介護職員そ   

の他の職種の者が共同して、利用者ごとの摂食・峨下機能及び  
食形態にも配慮した栄養ケア計画を作成していること。   

ハ 利用者ごとの栄養ケア計画に従い管理栄養士等が栄養改善サ  
ービスを行っているとともに、利用者の栄養状態を定期的に記  
録していること。   

二 利用者ごとの栄養ケア計画の進捗状況を定期的に評価するこ  
と。   

ホ 別に厚生労働大臣の定める基準に適合している指定通所リハ  
ビリテーション事業所であること。  

廷 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして都道府県   

知事に届け出て、口腔機能が低下している利用者又はそのおそれ   
のある利用者に対して、当該利用者の口腔機能の向上を目的とし   
て、個別的に実施される口腔清掃の指導若しくは実施又は摂食・   
礁下機能に関する訓練の指導若しくは実施であって、利用者の心   
身の状態の維持又は向上に資すると認められるもの（以下この注   
において「口腔機能向上サービス」という。）を行った場合は、   

口腔機．能向上加算として、3月以内の期間に限り1月に2回を限   
度として1回につき150単位を所定単位数に加算する。ただし、口   
腔機能向上サービスの開始から3月ごとの利用者の口腔機能の評   

価の結果、口腔機能が向上せず、口腔機能向上サービスを引き続   

き行うことが必要と認められる利用者については、引き続き算定   
することができる。   

イ 言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職貞を1名以上配置してい  
ること。   

ロ 利用者の口腔機能を利用開始時に把握し、医師、歯科医師、   

言語聴覚士、歯科衛生士、看護職員、介護職員その他の職種の   
者が共同して、利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画を作成   

栄養マネジメント加算として、3月以内の期間に限り1月に2回   

を限度として1回＝こつき100単位を所定単位数に加算する。ただし、   

栄養改善サービスの開始から3月ごとの利用者の栄養状態の評価   
の結果、低栄養状態が改善せず、栄養改善サービスを引き続き行   

うことが必要と認められる利用者については、引き続き算定する   
ことができる。   

イ 管理栄養士を1名以上配置していること。   

ロ 利用者の栄養状態を利用開始時に把握し、医師、管理栄養士、  

理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、介護職員そ  
の他の職種の者が共同して、利用者ごとの摂食・囁下機能及び  

食形態にも配慮した栄養ケア計画を作成していること。   

ハ 利用者ごとの栄養ケア計画に従い管理栄養士等が栄養改善サ  

ービスを行っているとともに、利用者の栄養状態を定期的に記  
録していること。   

二 利用者ごとの栄養ケア計画の進捗状況を定期的に評価するこ  
と。   

ホ 別に厚生労働大臣の定める基準に適合している指定通所リハ  
ビリテーション事業所であること。  

u 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして都道府県   

知事に届け出て、口腔機能が低下している利用者又はそのおそれ   
のある利用者に対して、当該利用者の口腔機能の向上を目的とし   
て、個別的に実施される口腔清掃の指導若しくは実施又は摂食・   
蟻下機能に関する訓練の指導若しくは実施であって、利用者の心   
身の状態の維持又は向上に資すると認められるもの（以下この注   

において「口腔機能向上サービス」という。）を行った場合は、   
口腔機能向上加算として、3月以内の期間に限り1月に2回を限   
度として1回につき100単位を所定単位数に加算する。ただし、口   

腔機能向上サービスの開始から3月ごとの利用者の口腔機能の評   
価の結果、口腔機能が向上せず、口腔機能向上サービスを引き続   

き行うことが必要と認められる利用者については、引き続き算定   
することができる。   

イ 言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員を1名以上配置してい  
ること。   

ロ 利用者の口腔機能を利用開始時に把握し、医師、歯科医師、  
言語聴覚士、歯科衛生士、看護職員、介護職員その他の職種の  
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していること。   

ハ 利点者ごとの口腔機能改善管理指導計画に従い医師、医師若  
しくは歯科医師の指示を受けた言語聴覚士若しくは看護職員又  
は歯科医師の指示を受けた歯科衛生士が口腔機能向上サービス  
を行っているとともに、利用者の口腔機能を定期的に記録して  
いること。   

ニ 利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画の進捗状況を定期的  
に評価すること。   

ホ 別に厚生労働大臣の定める基準に適合する指定通所リハビリ  
テーション事業所であること。   

ロ 利用者が短期入所生活介護、短期入所療養介護若しくは特定施   
設入居者生活介護又は小規模多機能型居宅介護、認知症対応型共   
向生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護若しくは地域密   
着型介護老人福祉施設入所者生活介護を受けている間は、適所リ  
ハビリテーション費は、算定しない。  

ニ サービス提供体制強化加算  
送 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道塵   県知事l輌   
対し、㈱   

げる区分に従い、1回につき次に掲げる所定単位数を加算する0た   
だし、動こ掲げるいずれカ、の加算を算定している場合において隠し   
次に掲げるその他の神算は算定しなし㌔」   

者が共同して、利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画を作成  
していること。   

ハ 利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画に従い医師、医師若  

しくは歯科医師の指示を受けた言語聴覚士若しくは看護職員又   

は歯科医師の指示を受けた歯科衛生士が口腔機能向上サービス  
を行っているとともに、利用者の口腔機能を定期的に記録して  
いること。   

ニ 利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画の進捗状況を定期的  
に評価すること。   

ホ 別に厚生労働大臣の定める基準に適合する指定通所リハビリ  

テーション事業所であること。  

廷 利用者が短期入所生活介護、短期入所療養介護若しくは特定施   
設入居者生活介護又は小規模多機能型居宅介護、認知症対応型共   

同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護若しくは地域密   
着型介護老人福祉施設入所者生活介護を受けている間は、通所リ   
ハビリテーション費は、算定しない。  

1呈里塵  

6単位  

（1）サービス提供体制強化加算（卜し   

恥 サービス提供体制強化加算（m  
8 短期入所生活介護費（1日につき）   

イ 短期入所生活介護費   

（1）単独型短期入所生活介護費  

ト）単独型短期入所生活介護費（Ⅰ）  

a 要介吉L 
b 要介護之 c㈲  
旦 

旦 

に）単独型短期入所生活介護費（Ⅱ）  

8 短期入所生活介護費（1日につき）   

イ 短期入所生活介護費   

（1）単独型短期入所生活介護費  

ト）単独型短期入所生活介護費（Ⅰ）  

a 経過的要介護  
b 要介護1  c㈲  
d 要介護3  
8 要介護4  
f 要介護5  

旦率単位  

726単位  

鱒6単位  

型7単塵  

937単位   

478単位  

641単位  

712単位  

782単位  

853単位  

923単位  
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